
No. 項目 質問 回答

1 対象 対象となる施設の範囲を教えてほしい。

本補助金の対象となる施設は、私学助成を受ける私立幼稚園（学校法人立、宗教法

人立及び個人立の幼稚園等）及び幼稚園類似施設です。施設型給付費を受ける学校

法人立及び社会福祉法人立の幼稚園、幼稚園型認定こども園及び幼保連携型認定こ

ども園は対象外です。

2 対象 令和７年度における補助対象事業の実施期間について教えてほしい。
令和７年度事業については、令和７年４月から令和８年３月に賃金改善を実施する

ものが対象となります。

3 対象
「賃金改善部分」の処遇改善の対象は、保育士や幼稚園教諭、保育教諭に限られる

のでしょうか。

幼稚園教諭だけでなく、調理員や栄養士、事務職員など、各幼稚園に勤務する全て

の教職員（法人役員を兼務する園⾧を除く。）が対象となります。

ただし、延⾧保育や預かり保育等の通常の教育・保育以外のみに従事している教職員

は対象となりません。

4 対象
非常勤職員は今回の処遇改善の対象となるのでしょうか。

また、派遣の教職員は今回の処遇改善の対象となるのでしょうか。

非常勤職員も対象となります。

派遣の教職員も対象とすることができますが、その場合、派遣元事業所を通じて賃

金改善が確実に行われることを確認する必要があります。

5 対象
育児休業（産前・産後）を取得予定の教職員は今回の処遇改善の対象となるので

しょうか。
いずれも対象となります。

6 対象 休職中（育児休業を含む）の教員は補助金算定の対象になりますか。
申請時点で当該幼稚園に在籍している教員であれば、対象となります。

※法人本部付けのような場合は対象外です。

7 対象
「賃金改善部分」の処遇改善について、法人役員を兼務する園⾧は対象外とありま

すが、ここでいう「法人役員」の範囲はどこまででしょうか。

「法人役員」については、賃金の決定を含む幼稚園の経営判断に携わる者を想定して

おり、例えば、理事、監事及び評議員が該当します。また、個人立の幼稚園におい

ては、設置者が該当します。

8 対象
「賃金改善部分」の処遇改善について、法人役員を兼務する園⾧は対象外とありま

すが、役員報酬を受け取っていない場合も対象外となりますか。
対象外となります。

9 対象

「賃金改善部分」の処遇改善について、法人役員を兼務する園⾧は対象外とありま

すが、勤務する幼稚園ではない別法人の役員を兼務している場合も対象外となります

か。

対象となります。

10 対象

「賃金改善部分」の処遇改善について、法人役員を兼務する園⾧は対象外とありま

すが、園⾧以外の教職員が法人役員を兼務している場合も対象外となるのでしょう

か。

園⾧以外の教職員が法人役員を兼務している場合は、当該教職員は対象として差し支

えありません。

11 対象
「法人役員を兼務する園⾧」は対象外ですが、「理事⾧と事務⾧を兼任」の場合は

対象となるのでしょうか。
「理事⾧と事務⾧を兼任」する場合は補助対象です。

12 対象
「賃金改善部分」の処遇改善について、全ての職員を対象とする必要があるので

しょうか。一部でも良いのでしょうか。

賃金改善の具体的な方法や対象・個々の教職員ごとの賃金改善額については、設置者

の判断により決定することが可能です。

13 対象 事務⾧・事務職員の発令が法人本部職員ですが対象ですか。 法人本部に経費が計上されている方は補助対象外です。

14 要件
前年度に処遇改善事業を申請していない場合は、令和７年４月以降の申請ができな

いのか。
新たに本事業に申請することは可能です。

15 要件

「最低でも賃金改善の合計額の３分の２以上は、基本給又は決まって毎月支払われ

る手当の引き上げにより改善を図っている」について、月ごとに３分の２以上という

ことでしょうか。

月単位ではなく、事業期間で判断します。

16 要件

「賃金改善部分」の処遇改善について、「最低でも賃金改善の合計額の３分の２以

上は、基本給又は決まって毎月支払われる手当の引上げにより改善を図ること」と

されていますが、事業期間終了後、基本給等による改善額が３分の２を下回ってい

た場合は、補助金は全額返還となるのでしょうか。

賃金改善計画策定時に予期することができない事情により、やむを得ず基本給又は

決まって毎月支払われる手当による改善額が賃金改善額の３分の２を下回る結果と

なってしまった場合については、特段の理由がある場合に該当するものとして返還す

る必要はありません。

17 要件

「基本給又は毎月支払われる手当の引上げにより改善を図ること」と記載がありま

すので、継続的に毎月支払われる手当を創設すれば対応可能と判断したのですが、

理解が違いますでしょうか。

「継続的に毎月支払われる手当を創設」で対応することは可能です。

ただし、一旦、本俸を減額し、その分を手当で賄うといったことがないよう、一人

当たりの総額について注意が必要となります。

18 要件 「賃金」の範囲はどこまでか。

教職員（非常勤職員及び法人の役員等を兼務している職員を含む。）の賃金（退職金

（注）及び法人の役員等としての報酬を除く。）

注：退職者に対して要綱に定める目的と関連なく適用される賃金の項目やその増額に

ついては、その名目にかかわらず、処遇改善等加算の賃金の改善に要した費用に含

めることができない。

19 要件
令和７年度の申請においては、令和６年度の賃金総額と事業主負担分で計算する形

になるのか。

令和７年度の申請においては、令和６年度の賃金総額と事業主負担分で計算しま

す。

20 要件 補助対象となる賃金改善額の下限の設定はないということでよろしいでしょうか。

個々の上限・下限の設定はありません。

以下の算式により算定した補助金額の範囲内で、各幼稚園の判断により決定するこ

とができます。

＜算式＞

賃金改善部分（法定福利費等の事業主負担分を含む。）の３／４

21 要件 「法定福利費等の事業主負担分の増」の範囲はどこまでか。

健康保険料、介護保険料、厚生年金保険料、子ども・子育て拠出金、雇用保険料、

労災保険料等における、処遇改善による賃金上昇分に応じた事業主負担増加分、法

人事業税における処遇改善による賃金上昇分に応じた外形標準課税の付加価値額増

加分、退職手当共済制度等における掛金等が増加する場合の増加分を想定していま

す。

22
賃金改善額の

算定方法等
賃金改善とはどのようなことを言うのか。

賃金改善とは、本事業の実施により、教職員について、雇用形態、職種、勤続年

数、職責等が事業実施年度と同等の条件の下で、本事業実施前に適用されていた算定

方法に基づく賃金水準を超えて、賃金を引き上げることを言います。
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23
賃金改善額の

算定方法等
下限額はあるのか。

下限額はありませんが、最低でも賃金改善の合計額の３分の２以上は、基本給又は

決まって毎月支払われる手当の引上げにより改善を図ることが必要です。

例えば、賃金改善を9,000円行った場合、その内訳として基本給又は決まって毎月支

払われる手当を6,000円以上にする必要があります。

24
賃金改善額の

算定方法等

賃金改善を行った場合、社会保険料等の負担も増加しますが、この増加分について

も賃金改善分の中から捻出するのでしょうか。

賃金改善に伴う社会保険料の事業主負担分の増加分については、賃金改善分とは別

に上乗せして補助上限額に加算しています。

25
賃金改善額の

算定方法等
事業者の業績等に応じて賃金の水準を低下させることは認められるか。

認められません。

「業績等」とは、事業者の業績等ではなく、職員個人の業績等を指し、「業績等に

応じて変動するもの」とは、事業者の給与規定等に基づき、職員個人の業績等に応

じて変動することとされている賞与等を指します。したがって、事業者の業績等の低

下を理由として、賃金の水準を低下させることはできません。

26
賃金改善額の

算定方法等

基本給以外の手当等（役職手当や住居手当等）を減額し財源を確保した上で、定期

昇給を超える基本給の処遇改善を行うような場合でも補助対象か。

補助対象外となります。本事業により改善を行う賃金項目以外の賃金項目（業績等

に応じて変動するものを除く。）の水準を低下させてはいけません。

27
賃金改善額の

算定方法等

令和７年４月以降は、賃金改善実施前の賃金の水準に戻す予定でも補助の対象とな

るのか。

対象となりません。令和７年４月以降も本事業により行う賃金改善の水準を維持する

ことが必要です。

28
賃金改善額の

算定方法等
「決まって毎月支払われる手当」に、通勤手当や扶養手当は含まれるでしょうか。

通勤手当や扶養手当を始めとする個人的な事情に基づいて支払われる手当について

は、含まれません。

29
賃金改善額の

算定方法等

「決まって毎月支払われる手当」により賃金改善を行う場合、手当を新設する又は

既存の手当を増額するいずれの方法がよいのでしょうか。

いずれの方法でも可能です。既存の手当を増額する場合は、各幼稚園において賃金規

程等を変更するなど、当該手当を増額して本事業による賃金改善を行うことが分かる

ようにしておく必要があります。

30
賃金改善額の

算定方法等
法定福利費等の事業主負担分の算定式を教えてほしい。

法定福利費等の事業主負担分については、以下の算式により算定することを標準と

します。なお、実績報告時も同様に算定します。

＜算式＞

「補助金申請前年度における法定福利費等の事業主負担分の総額」÷「補助金申請

前年度における賃金の総額」×「賃金改善額」（年額）

31
賃金改善額の

算定方法等

法定福利費等の事業主負担分の算定式について、補助対象外である「法人役員を兼

務する施設⾧」分も含んで算定するということでよろしいでしょうか。
「法人役員を兼務する園⾧」など補助対象外となる者の負担分は算定に含めません。

32
賃金改善額の

算定方法等

法定福利費等の事業主負担分の算定式の分母となる「賃金の総額」には、法定福利

費が含まないか。

賃金の総額には法定福利費は含めません。

例えば、私立幼稚園の人件費支出の内訳が、

　本俸、期末手当、その他手当、法定福利費

に区分されていると仮定した場合、賃金の総額は、

　本俸、期末手当、その他手当

の合計となり、法定福利費は含まずに計算します。

33
賃金改善額の

算定方法等

非常勤職員について、時給で雇用している者については、月の勤務時間や日数によ

り給与が変動しますが、基準月の給与はどのように記入すればよろしいでしょう

か。（時給を上げても、３月は春休みがあるので、マイナスとなる可能性があ

る。）

基準月の給与について、そのまま記載いただいて差し支えありません。

34
賃金改善額の

算定方法等

時給の場合、毎月の給与額が一定ではなく、勤務状況に応じて、減額となる月があ

る。この場合、処遇改善が継続されていないとみなされるのか。

時給や日給で給与が支払われる方については、勤務時間・日数で増減することが想

定されます。そのような要因に基づいて、給与に減額が生じることは差し支えない

ものと考えますが、単価を減額することは認められません。

35
賃金改善額の

算定方法等

交付申請額の算定方法において、2.法定福利費等の事業主負担分の算式において、賃

金総額の賃金には、通勤交通費も含むのか。
含まれます。

36
賃金改善額の

算定方法等
例年行っている定期昇給分は対象となるのか。

今般の処遇改善の取組は、定期昇給とは別に行っていただくこととなります。その

ため、本補助金を定期昇給分に充当することもできません。

37
賃金改善額の

算定方法等

基準月の給与について、給与総額（基本給、職務手当、給食手当等）で宜しいで

しょうか。

基準月の給与総額は、通勤手当や扶養手当を始めとする個人的な事情に基づいて支

払われる手当を除いた額となります。

38
賃金改善額の

算定方法等

処遇改善を4月から開始をした場合、基本給が4月から定期昇給します。その場合ど

のようにしたら宜しいのでしょうか。
定期昇給後の金額に、処遇改善に要した額が補助対象となります。

39
賃金改善額の

算定方法等

事業実施期間中に急遽退職した教員がいるが、後任補充をしないこととした。その

ため、当該教員分の補助金が余っており、他の教職員の処遇改善経費に充当するこ

とは認められるか。

認められません。

補助金上限額の算定対象となっている教員が退職し、後任補充をしない場合は、当

該教員が退職した日が含まれる月の翌月から当該教員に係る補助金（法定福利費等

の事業主負担分の増を含む）は実績報告時に精算することになります。（＝交付申

請額と実績報告額に差額が生じる可能性があります。）

ただし、その後、後任を補充することとなった場合は、後任となる教員が着任する日

が含まれる月から、改めて補助金として認められます。

40
賃金改善額の

算定方法等

「賃金改善に係る計画書」について、「職種」欄の選択について、幼稚園教諭免許

を有している職員が、事務と教務を兼ねているような場合（兼任教諭）は、「教

員」と「事務職員」のどちらを選択すべきでしょうか。主に従事している業務でしょ

うか。

主たる業務を選択してください。

なお、主たる業務については、辞令や労働契約書等において明確にされているものと

考えます。

41
賃金改善額の

算定方法等
教育補助者は、「その他」を選択するということでよろしいでしょうか。 そのとおりです。

42
賃金改善額の

算定方法等

家族の扶養控除を受けられる範囲で勤務したいなどの理由で賃金改善を望まない者

がいる場合、賃金改善を行わない理由を備考に記載して差し支えないか。
差し支えありません。

43 その他 処遇改善の取組はいつまで続ける必要があるのか。
本補助金は「賃上げ効果が継続される取組を行うことを前提」に実施するもので

す。補助期間終了後も、取組の継続が求められます。

44 その他
令和７年４月以降は、令和６年度以前から賃金改善を実施した部分を申請し続ける

ことは可能か。

継続して雇用する教職員については可能です。ただし、令和７年度に賃金改善額を減

額することは認められません。
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45 その他 実績報告における根拠書類は、どこまで提出する必要があるか。

各幼稚園において、申請や支出等の根拠となる書類を、本事業に係る事務を実施し

た日の属する年度の終了後５年間保存してください。また、都の求めに応じて、提出

することができるようにしてください。

46 その他
法定福利費等の割合や処遇改善分の支給したとする根拠書類としては何が必要となる

か。

各幼稚園において、根拠書類として用いたもの（賃金規程、賃金台帳、給与明細等）

となります。

47 その他
他の公的補助金との併用は可能か教えてほしい。例えば、区市町村で独自の補助を

している処遇改善経費を申請することができるのか教えてほしい。
同一の処遇改善経費で、他の公的補助金を併用することはできません。

48 その他

「賃金改善に係る計画書」について、基準月の給与がありますが、時給の場合はど

うすればいいのか。また、４月から復職予定者が日給の場合もどうしたらいいので

しょうか。

時給や日給の場合も基準月の総額をご記入ください。

事業期間中における復職者等、基準月の算定が困難な場合は、空欄としていただき、

備考欄に「R7.4復職」と記載するようにしてください。

49 その他
私学助成園の場合の実績報告は、年１回でよろしいでしょうか。それとも新制度移

行園と同様に毎月実績報告するのでしょうか。
実績報告は、補助事業の完了後ごとにご提出いただきます。

50 その他 その他の欄には時間外を入力するのでしょうか
「その他」欄は「基本給又は決まって毎月支払われる手当」以外の方法で支給した

場合、その金額を記載いただきます。

51 その他

「基準月の給与」欄について、時給制の非常勤職員等、毎月の給与が一定でない職

員の場合も、処遇改善を開始する前月に支給された給与の実績を記入するというこ

とでしょうか。

そのとおりです。

52 その他
申請時点で育休（産休、病休）となっている教員の基準月の給与はどのように記入

すればよいか。
休業前の給与を記入いただくことで差し支えありません。

53 その他 新規採用者の基準月の給与はどのように記入すればよいか。
処遇改善を実施しなかった場合に想定される給与を記入いただくことで差し支えあ

りません。

54 その他 「計画書」のb欄とc欄の違いは何か。

賃金改善見込額（計画）のb欄とc欄については、

b欄：処遇改善に要する総額

c欄：処遇改善に要する総額のうち、基本給及び決まって毎月支払う手当

となります。いずれも、給与総額を記入するものではありません。

（例）基本給300,000円、処遇改善に要する総額9,000円の場合

b欄：9,000円　※給与総額（309,000円）を入力するものではありません。

c欄：9,000円

55 その他

令和４年度から本補助金を申請している。令和７年度も引き続き、本補助金を活用

したいと考えているが、当初申請した教員に加えて、４月から更に教員を増員するこ

とを予定している。増員する教員も処遇改善することは可能か。

可能です。

ただし、継続して雇用する教職員に対する処遇改善額を減額することは認められませ

ん。

56 その他
令和４年度から本補助金を申請している。令和７年度は一人当たりの処遇改善額

（単価）を減額して交付申請したいが認められるか。

「賃上げ効果が継続される取組を行うことを前提」として補助金を交付していること

から、一旦開始した取組について、一人当たりの処遇改善額（単価）を減額するこ

とは、認められません。計画書に記載のとおり処遇改善に取り組むようにしてくださ

い。

ただし、時給や日給で給与が支払われる方については、勤務時間・日数で増減する

ことが想定されます。そのような要因に基づいて、給与に減額が生じることは差し

支えないものと考えますが、単価を減額することは認められません。

57 その他 時給により給与を支払う等、給与を翌月払いとしている場合は対象になるのか。

給与を翌月払いとしている場合（例えば、３月分の賃金改善を４月に支払う場合）も

補助対象となります。この場合、実績報告において、支払額を賃金改善を行った月

に金額を記入してください。

また、この場合においては、「最低でも賃金改善の合計額の３分の２以上は、基本

給又は決まって毎月支払われる手当の引上げにより改善を図ること」とする要件につ

いても、適用することとなります。

58 その他 「計画書」に記載する「基準月」はいつの状況を記載するのか。

前年度以前に取組を開始している場合は、前年度の「計画書」に記入した、基準月の

内容をそのまま転記してください。なお、交付決定以降の新規採用者又は新たに処遇

改善の対象とした者の基準月の給与は、処遇改善を実施しなかった場合に想定され

る給与を記入いただくことで差し支えありません。

また、令和７年４月以降に新たに取組を開始する場合は、処遇改善を開始する月の前

月の状況を記載してください。

59 その他
交付申請額に変更が生じないが、毎月、教員が入れ替わる等、交付決定後、人員に

変更がある。その都度、報告等が必要か。

補助事業の完了後にご提出いただく実績報告書に基づき額の確定を行った後、補助

金を交付いたします。このため、都度報告いただく必要はありません。
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